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京都大学
教育研究活動データベース



• 2011年より運用開始
2010年6月の学校教育法改正の要請により開発開始

• 主に教員の研究、教育、運営に関する情報を収集、公開
• 対象者: 約3400名

• 登録・公開義務あり:「助教」以上の常勤教員(特定教員を含む)
• 加えて、教員DB上で情報公開を希望する非常勤研究員、職員等

• データの公開種別は
• 公開(学外からも参照可能)
• 学内公開(学外のみ参照可能)
• 非公開(所属部局長のみ参照可能)
の3種類

京都大学教育研究活動データベース
(教員DB)



氏名、組織、
研究キーワード
で検索

http://kyouindb.iimc.kyoto-u.ac.jp/j/bS7kM



収録項目(全74項目)

基本情報
・氏名
・所属部署
・職歴
・取得学位
・ORCID ID
・researchmap

URL

など

研究
・論文
・Misc
・講演・口頭
発表等

・特許
・書籍等出版物
・研究テーマ
・研究概要

など

教育
・担当科目
・博士学位審査
・学内非常勤
講師

・学外非常勤
講師

など

大学運営
・全学運営

(役職等)
・部局運営

(役職等)

社会貢献
・学会活動
学会役員歴

・その他活動
講演歴

・その他活動
各種受賞歴

など

国際
・国際機関
での活動

・海外での
滞在歴

など

※赤字はresearchmap連携項目



教員DBの変遷
FY

研究者総覧

2011

教育研究活動DB

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

第3回
教員評価

ReaD researchmapReaD & researchmap researchmap 
V2

researchmap 
との連携

図書館レポジトリ
(KURENAI)連携

researchmap  V2 
への対応

第4回
教員評価

URAへのデータ
提供

2021

図書館蔵書情報
(KULINE) 連携

部局年報、学術DB等から集中
的な研究成果投入プロジェクト

運用・公開開始

DOI の普及
ORCID メンバーシップ取得

学校教育法施行規則改正へ
の対応の必要性から整備

JSTの研究者情報DB

第5回
教員評価



年報・外部データベースからの取り込み
(2013年度)

※DB上の業績件数

宮部他「京都大学教育研究活動データベースの運用」
大学ICT推進協議会2016年度年次大会(2016), WF21,
https://axies.jp/ja/conf/conf2016/8r18v2/general-session

https://axies.jp/ja/conf/conf2016/8r18v2/general-session


researchmap との連携(2014/8-)

京大教育研究活動DBの
論文リスト部分は
reseachmapと共通

ORICD
CiNii

Scopus

PubMed
DBLP

:

外部の研究情報DBから
インポート可能

現在の登録数(概数)
論文: 192,000
Misc: 124,000
講演・口頭: 72,000
書籍等: 19,000
産業財産権: 5,000



教員への入力依頼、一括登録データ収集

5月

事務本部による

一括登録データ提出

6月上旬

情報環境機構による
データ一括登録

6月中旬

部局事務による

データ入力

6月末まで

教員による

データ入力、公開

5-6月に集中的なデータ更新を呼び掛け
(教員自身によるデータ入力は随時可能)



•学内の担当事務が所掌するデータを直接入力
(2019年度分: 約13,000件)

•職位、所属
•学内委員
•担当科目
•博士論文審査
•競争的資金の獲得状況

大学公式情報の入力



図書館リポジトリとの連携(2014-)
図書館機構 情報環境機構

researchmap

KURENAI

マッチングサーバ

教育研究活動DB

Scopus

相互リンク

リポジトリ登録
システム

DOI, タイトル等で
同一性確認

リポジトリ URL

冨岡, 「京都大学のオープンアクセス推進の取り組み」, 
平成28年度国立大学図書館協会地区助成事業近畿地区協会講演会(2016), 
http://hdl.handle.net/2433/217340



図書館リポジトリ→教員DB

冨岡, 「大学における図書館と研究支援・情報部門との戦略的な協働と連携 : 書籍
ポータルサイト運用を通した実践的な協働事例 (2) 著者名典拠で成果を可視化する」,
第20回図書館総合展教育・学術情報オープンサミット2018 (2018),  
http://hdl.handle.net/2433/236040



教員DB→図書館リポジトリ



教員DB上からのリポジトリ登録依頼



教員DB→図書館蔵書検索システム
京大図書館著者IDで検索

ISBN番号で検索



新刊情報ポータル(学術研究支援室)
(https://pubs.research.kyoto-u.ac.jp)
附属図書館

協力出版社・書店

学術研究支援室
(KURA)

情報環境機構

研究者

著者IDリンク調査

京大ID ∞全国図書目録著者ID

新刊データ（毎月）

新刊データ集約

新刊図書情報自動抽出

論文

京大新刊情報ポータル

教員DB

図書
情報

図書

研究
成果

研究
成果

＜波及効果＞
自発的な情報提供！

researchmap



データ分析による研究戦略マネジメントへの貢献
(学術研究支援室)

大学経営・研究戦略マネジメントへの貢献 部局の研究戦略マネジメントへの貢献 KURA内のプログラムや研究支援業務への貢献

研究力分析のためのデータ収集と管理体制の整備

 大学執行部・プロボストか
らの依頼対応とデータに基
づく提言

 世界大学ランキング対応

 第３期中期目標の評価指標
の検討・算出

 部局事務・主要教員からの
研究力分析や論文データ
依頼対応

 学内ファンドの効果分析

 研究支援のために必要な
データ分析・情報提供

 研究力分析のための学内情報の収集・整備・管理
 書誌情報分析ツールの管理

IRチーム

京都大学の研究IR業務
https://www.kura.kyoto-u.ac.jp/results/list/20



データ提供例(計画中も含む)
• 産学マッチング用DB(学術研究支援室)

• 研究テーマ、研究業績、研究資金獲得状況等

• 研究IR分析(IR推進室)

• 教員評価(各部局)

• 留学生向けマッチングサイト(国際アドミッションオフィス)
• 担当講義、研究指導可能な言語等

• 部局の研究実績DB(各部局)

「教育研究活動のWeb公開」から
「研究情報流通基盤」へ



• どの様なデータを集めるか?
• DB収録基準は?
• データ提供者は?
• 教員に過度な負担とならなないか?

• 誰にデータを提供するか?
• 学外公開可能か?
• 学内のどの部署に利用を認めるか?

• これらの意思決定をどのように進めるか?
• 研究情報流通の将来像はどうなるか?

• 2018年5月に研究者情報整備委員会(委員長:情報担当理事)設立、
上記の課題に全学的に取り組む体制を構築

生じつつある課題



次の研究情報システム?



•流動化・グローバル化の加速

•研究者は自身のポートフォリオをクラウドに保持
• 選択肢は様々

• researchmap, ResearchGate, Google Scholar, Mendeley, ORCID, ...
• LinkedIn, Facebook, ...

• 自己コントロール権の尊重

•研究情報を機関に縛り付ける意義が低下

•「外部研究情報DB」と「学内CRIS」の関係性を
「研究者」と「大学業務」の視点から整理

研究情報システムと研究者の関係



•学術PIDの普及と流通(エコシステムの確立)
• 論文(+研究データ)にはDOI
• 人物にはORCID
• この他、組織、研究資金等...

•機関から公開できる研究情報をエコシステムに載
せる意味

• 機関のプレゼンス、信頼性強化
• 機関内研究情報流通の見直し

• ID体系
• データ形式

世界的な研究情報流通網への対応



ORCIDを軸にした研究者ポートフォリオ流通イメージ

自機関での活動・成果の証明

学位(博士論文)
OA論文
職位、在職期間、
学内ファンド、表彰 etc.

各出版社・学術レポ
ジトリによるORCID
とDOI等との紐づけ、
登録

ORCIDの取得
(アカデミックキャリアの開始)

• 出身者、機関双方のプレゼンス強化
• 出身者のキャリア追跡
• 出身者への継続的なコンタクト

研究教育機関、出版社等の裏付けによる、
研究活動の電子化・可視化

人材の発掘・登用



オープンな研究者IDポータルとしてのORCID
(名寄せ用IDの自己申告)

e-Rad
研究費獲得歴

Scopus ID
著書情報

rmap URL
個人プロファイル

「自分が何者で
あるか」の制御

「自分をどのように認
識させたいか」の制御

研究者に関する
公開情報(含む限定公開)
の取得
学内IDリゾルバの構築
学内IDとの付き合わせ

情報ソースの一本化により
• 利用者に対するシンプルな説明, 継続性

(提供元との連携は機関外でも有効)
• 連携のための開発コスト削減
• セキュアなデータ取得の保証 公開情報(含む限定公開)

と学内情報との突合せ、
分析

分析部署

学内ルールに従った、データ提供

ORCID経由で取得できない情
報の入手

trusted party に公開
(理想的には公開対象を個別制御)



個人 vs. 組織の研究情報プロファイル

• 論文A
• 論文B
• 論文C

• 論文A
• 論文B
• 論文D

• 論文B
• 論文D
• 論文E

• 研究者α
• 研究者β
• 研究者γ

• 論文A
• 論文B
• 論文C
• 論文D
• 論文E

個人 vs. 組織の
データ突合せ

機関外データ 機関CRIS

個人プロファイル

機関プロファイル

個人vs.組織の突合せ

研究者α 研究者β 研究者γ

機関内グループX

機関全体の情報取得
機関内グループの情報?

個人毎の情報取得

出版社

オープン
リポジトリ



研究情報DBのニーズ整理

外部DB(researchmap等)
との連携強化

研究者情報整備委員会による利
活用ポリシー整備

多言語対応
APIの充実、
データ項目・形式のオープン化

DB正規化機能、
付加情報追加機能の強化

• 経歴の一元管理、自動収集
• 京大離籍後のデータ維持
• 信頼性の高いデータソースの利用

• 業績の自動収集・整理
• 公式Webの充実、データの利便性向上
• 多言語コンテンツ情報の整理

• データ投入プロセスの簡略化・自動化
• コード化の設計、導入支援
• データ提供のインセンティブ向上

• データ取得時の手続き簡略化
• 分析プロセスの自動化

グローバル化
グローカル化
ボーダレス化

EBPMのための
データ収集・分析

学術コンテンツ流通
（オープンアクセス、
オープンサイエンス）
推進

部局・研究室等

研究者

データ提供部署

データ利用部署

データソース

データベース設計

分析・連携機能拡張

運営制度

関心事 ステークホルダ 実現方法



• 学内の研究情報システムの在り方の見直し時期
• 学校教育法改正に伴う研究者DB整備からそろそろ10年

• 単なる「Web公開システム(CMS?)」から、より「データベース」しての機能が必
要に

• 機関内のニーズ、機能の調整をどのように進めるか
• 学内研究情報の集約
• 学外研究情報との対応

• 学外での研究情報流通網の確立
• researchmap.jp との付き合い方
• ORCIDとの付き合い方
• (機関リポジトリを通じた)DOIとの付き合い方、その他

• 研究情報分析サービスとの付き合い方

まとめ



資料作成に当たり、下記の方々より多大なご協力をいただきました。

• 京都大学図書館機構
冨岡達治(現岡山大学)

• 京都大学学術研究支援室
橋爪寛

• 京都大学情報環境機構
古村隆明, 渥美紀寿, 梶原弘貴,澤田浩文, 宮部誠人, 赤坂浩一

(順不同、敬称略)

また、京都大学教育研究活動データベースの運用・活用は、多数の関係者により
支えられています。この場をお借りし、お礼申し上げます。

謝辞
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